
　1．助成対象者

　生産活動等を続けながら効率的に電力を利
用する取組みを行う都内中小企業者及び中小
企業グループ。中小企業グループでの申請に
は、法人格の取得が必要です。

　2．助成対象機器

　都内の自社内に設置する、以下の設備。た
だし、（3）から（6）に掲げる設備は、東京
都内の中小企業者等のうち主たる業務として
製造業を営んでいるものが、生産現場（工場）
に導入する場合に限ります。

　（1）自家発電設備
　・ 内燃力を原動力とする火力発電設備で、

原則１基出力10kW以上のもの。
　・ 消防法又は建築基準法で設置を義務付け

られている防災用発電設備のみを目的と
するものではないこと。

　・ なお、コージェネレーションについては、
発電に直接要する機器（ガスエンジンユ
ニット）のみを対象とし、停電時に非常
用電源として発電できるものに限る。

　（2）蓄電池
　・ 充放電に直接要する機器のみを対象とし

原則１基蓄電池容量１kWh以上のもの。
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　・ 買電等により常時電気を蓄え停電時に対
応できるもの。

　　※ UPS等で、停電時の短時間の電源確保
を目的とするものは除きます。

　・ 災害時の転倒防止のため、原則として定
置式であるもの。

　・ 消防法又は建築基準法で設置を義務付け
られているものではないこと。

　（3）デマンド監視装置
　・ 電力量計に接続し、電力使用量を監視・

予測し、あらかじめ設定した電力使用量
に近づくと警報を発報等するもの。単純
な電力計測機器は対象外です。

　・ 節電による効率的・効果的な電力利用の
ために導入するものであること。

　（4）進相コンデンサ
　・ 電気回路において力率を改善するために

導入するものに限ります。

　（5）インバータ
　・ 周波数や電圧、電流を制御することによっ

て、動力設備の運転量を制御するもの。

　（6）LEDランプ
　・ 照明用白色LEDを用いた、直管形又は

高天井用として使用する照明をいい、導
入にあたり工事を伴うもの（卓上スタン
ドその他のコンセント設備を使用する器
具を除く）。

　・ 高効率化を図るために導入するものであ
ること。

　（7）�上記（1）～（6）を運用するために
必要となる付帯設備等

　3．助成対象経費

助成対象機器導入に必要となる設備費及び設
計工事費
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　4．事業の助成率及び助成限度額

　・中小企業者単独
　　　対象経費の1/2以内（1,500万円を限度）

　・中小企業グループ
　　　対象経費の2/3以内（2,000万円を限度）

　・ LEDランプについては、中小企業単独・
中小企業グループともに1/2以内（1,000
万円を限度）

　5．助成要件

　事業者が提出する自家発電設備等導入計画
や経営内容を審査し、助成対象者を決定しま
す。なお、審査に先立って公社の「節電推進
アドバイザー派遣事業」等をご利用いただき、
節電に対するアドバイスを受けることを条件
とします。

　6．申請フロー図（下図参照）

　7．申請期間

　平成25年６月10日～平成25年12月27日
　※ ただし、平成26年３月31日までに事業が

完了するものについて助成対象とします。

　申請にお越しの際は必ず事前に公社までご
連絡いただき、ご来所される日時をお伝えく
ださい。
　また、申請の際は、必ず申請者本人が公社
窓口まで書類を持参してください。
　ディーラー等の代理申請はできません。
　場合によってはお待たせすることもござい
ますので、ご了承ください。

申請・問い合わせ先

東京都中小企業振興公社　
総合支援部　設備リース課
〒101－0025　東京都千代田区神田佐久間町 
2－20　翔和秋葉原ビル２階
☎03－5822－9031
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